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１１　研究の概要

（１）研究プロジェクトの目的・意義及び計画の概要

	　目的・意義：本プロジェクトでは、震災を対象として建築・都市における減災と機能継続に関するハード・ソフト対策を融合する５つのテーマ（１２の小課題で構成）の研究を推進し、その成果を新宿などの地域に適用する実践的な研究拠点の形成を構築することを目的とする。　従来、個別に行われる建物・設備の補強対策やハード・ソフト対策を減災と機能継続の観点から融合し、さらにはその成果を具体的なモデルケースとして特色ある新宿・八王子地域へ適用して防災計画や防災訓練、教育・啓蒙活動などで地域防災力向上にも寄与する。得られた成果と具体的な事例は国内外の大都市でも先導的な役割を担うことを目的とする。

　計画の概要：５つのテーマは共通して、３年度までに基礎調査の実施や耐震補強法、中心市街地のエリア防災モデルなどを開発し、４年目から実用式の提案や実建物・地域への適用などを行う計画である。具体的には、テーマ１（都市型建物）とテーマ２（機能維持施設）では高層建物などの都市型建物・設備等の効率的な耐震補強・改修法の開発を行い、実用式の提案や実建物への適用などハード面での対策と１次被害の低減を行う。一方、テーマ３（震災廃棄物）では震災後の都市圏における建設物の資源循環の仕組みと、復興建物の耐久性向上による長寿命化の研究を行う。また、テーマ４（非常時通信）とテーマ５（地域連携）では、主として首都圏での広域連携と地域連携によるソフト面からの２次被害の低減を目的として、災害対策拠点の分散化を支援する耐災害性の高い電源・通信システムの構築、震災時の医療施設の機能維持、超高層建物の防災計画・事業継続計画、地域防災拠点を核とした防災街区の形成と都市の機能継続モデルの構築に関する研究を行う。


（２）研究組織
	　図１に本プロジェクトのテーマ構成とチーム間・共同機関との連携を、表１に５つのテーマとその下の１５小課題と構成員を示す。表１には各テーマのリーダーをテーマ名の（　）内に、○は小課題リーダーを示す。また下線は研究協力者（１０名）、その他は共同研究者（２８名）である。本プロジェクトは、研究代表者（久田）の責任の下に、各テーマと小課題リーダーで構成される運営委員会を年約６回開催し、年間スケジュール、各課題の進捗や連携状況、研究者の役割分担、予算の執行状況・再配分、などを決定している。また年次報告会と年次報告書の発行を毎年実施し、さらには年６回程度のテーマ別報告会を実施し、各研究チームの成果の認識を深め、連携促進をはかっている。
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グループ１：建物・設備の補強・改修保全   テーマ１   都市型 建築の効果的な耐震補強・改 修法の開発と推進 （４小課題）   テーマ２   建築機能維持施設の効果的な耐震 補強・改修法の開発と推進 （２小課題）  

連携  

成果   活用  

事業名： 建築・都市の減災と 震災 時機能継続に関する研究拠点の形成  

ハード面からの１次災害低減  

ソフト 面からの ２ 次災害低減 ・機能継続計画  

自治体（東京都、新宿区・八王子市 など ） や 地域住民・事業者（ 新宿駅周辺 防災 対策 協議会 な ど ）  

連携・成果活用  

連携・成果活用  

グループ２：震災廃材利活用   テーマ ３   震災廃棄物の再資源化と高機能化 （１小課題）  

グループ ３ ：地域連携・情報共有・機能維持   テーマ ４   非常時に対応した自然エネルギー 活用による電源と通信網（２小課題）   テーマ ５   自治体・地域協働による震災時の減 災と都市機能維持 （３小課題）  

連携・成果活用  


図１　本プロジェクトのテーマ構成とチーム間・共同機関との連携図
各チームと共同研究機関は密接に連携し、成果は互いに有効に活用されている。例えば、テーマ１の数値計算で作成された首都圏における想定地震動と超高層建物の揺れの結果は、テーマ２における大変位振動台による天井落下・什器類の移動転倒・スプリンクラー設備の被害実験に用いられ、効果的な耐震補強策が開発された。さらにその成果はテーマ５における被害想定や訓練・セミナーに活用された。またテーマ１の伝統木造建物の耐震診断・補強法ではテーマ３の震災時廃棄物の利活用のチームは密接に連携し、漆喰仕上げ天井の落下防止対策や土蔵造り建物の老朽化した壁の簡易な補修・補強方法の開発を進めている。また、テーマ４による非常時通信用の長距離無線LANシステムと、テーマ５における広域情報共有システムとの連携により、被災時の情報の共有が可能となり、新宿区や地元事業者との連携で行われている新宿駅周辺地域における防災訓練で有効活用している。

　研究の事務・経理は大学事務局の研究推進課が実施し、実験や地域防災訓練では研究補助者を活用し、遂行している。また本プロジェクトには毎年100名近いの大学院生・学部生が参加している。


表１　本プロジェクトの５テーマ・１５小課題と構成員（○は小課題リーダー：下線は研究協力者）
報告書の｢はじめに｣の表１参照
（３）研究施設・設備等

	　本プロジェクトでは、既存施設である「総合研究所　地震防災・環境研究センター」（2001年竣工RC造、総面積2649 m2）を使用している。本施設で用いる新規購入した設備は下記の

５つであり、本プロジェクトで活用している。

・高軸力載加型加力設備（平成２２年度導入、図２）

：テーマ１における都市型集合住宅等の耐震補強パネル工法の補強性能評価などを実施。年間２ヶ月以上、延べ約300名が利用している。

・大変形水平加力設備（平成２２年度導入、図３）

：テーマ２における高層建物の設備・非構造部材等の実大模型の耐震性評価などを実施。年間４ヶ月以上、延べ約500名が利用している。

・長距離無線LAN・非常用通信システム（平成２３年度導入、図４）

：テーマ４における新宿・八王子の地域拠点間の非常時通信システムの構築。平常時の通信容量のモニタリングも行っており、ほぼ常時使用し、延べ約15名が利用している。

・独立型太陽光発電システム（平成２３年度導入、図５）

：テーマ４における非常時通信システムの発電／蓄電システムを構築。平常時の発電・蓄電も行っておりほぼ常時使用し、延べ約10名が利用している。

・リアルタイム広域情報共有システム（平成２３年度導入、図６）

：テーマ５における広域情報共有システムを構築。平常時から地表・建物の被災度判定モニタリングを行っており、ほぼ常時使用し、延べ約200名が利用している。
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図２　高軸力載加型加力設備　　図３　大変形水平加力設備　　　　　図４長距離無線LAN

（超高層建物什器類の転倒実験）　　（4.9GHz帯アンテナ）
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　　　図５　独立型太陽光発電システム　　　　　　　　図６　広域情報共有システム

　　　　（八王子キャンパスの太陽電池）　　　　（新宿駅周辺地域におけるWeb GIS画面）



（４）研究成果の概要　※下記、１３及び１４に対応する成果には下線及び＊を付すこと。
	＜研究成果概要＞

当初設定した５つのテーマは、ほぼ予定通りに進捗し、以下に示すように満足すべき成果を得ている。一方、2011年東日本大震災では首都東京は大混乱し、本プロジェクトに関する様々な課題が得られた。そこで各テーマのメンバーで調査を実施し、得られた教訓から当初の計画を修正し、研究を遂行した。さらにサブプロジェクト間の連携を進めて研究拠点としての特徴を明確にするため、特に「巨大都市の建築・エリアにおける減災と機能継続」を中核として研究を進めた。成果の概要として、テーマ１・２では東日本大震災における超高層建築など都市型建物の揺れと被害を広く調査し、本プロジェクトで購入した高軸力載加型加力設備と大変形水平加力設備と数値シミュレーションにより、建物の躯体構造や室内・設備の揺れ・被害を再現した。さらに首都直下地震や南海トラフの巨大地震などを想定した場合にも有効な構造躯体と室内の耐震補強法を提案した。テーマ３では、廃棄物を活用した天然砂やコンクリートの代替材料の活用や、テーマ１と連携した伝統木造建物の土壁の補強・補修策の開発など多くの研究成果を得ている。テーマ４・５では、太陽光などの自然エネルギーと蓄電と長距離無線LANによる新宿・八王子間の非常用通信網と、地震計とWeb GISを活用した広域情報共有システムを新設し、活用している。これらを用いて、自治体（東京都、新宿区）と地元事業者（新宿駅周辺防災対策協議会）、拠点病院・医師会（東京医大病院・新宿区医師会など）と連携し、帰宅困難者や多数傷病者への対応を地域連携で行うセミナーや講習会、および防災訓練による一連の活動を、2010～2014年に毎年実施し、貴重なノウハウを蓄積した。
これらの成果は本プロジェクトの年次報告会・報告書に加え、関連学会やメディア等で広く公表された。さらに、2012年東京都地震被害想定や、内閣府防災対策推進検討会議・首都直下地震対策検討WG、気象庁・長周期地震動に関する情報検討会、消防科学総合センター・消防用設備等の震災時における機能維持のための方策に関する調査検討会などでの施策への反映、国土交通省・新宿駅周辺地域都市再生緊急整備協議会による新宿駅周辺地域都市再生安全確保計画の推進、さらには日本建築学会の提言や日本地震工学会等の特別研究委員会の成果の公表など、国・自治体・事業者・学協会等での震災対策の推進や啓蒙活動へ広く活用されている。
＜テーマ別の研究成果概要＞

以下、テーマ１～５での具体的な成果概要を示す。

・テーマ１：都市型建築の効果的な耐震補強・改修法の開発と推進
1.1（超高層建築）：2011年東日本大震災における新宿副都心の超高層ビルにおける地震応答性状や室内被害を調査し（*233,234）、具体的な超高層建物として工学院大学新宿校舎（29階建て鉄骨造）を対象に、地震観測記録から振動・減衰特性を同定した。さらに強震動予測手法のベンチマークテスト(*7-8)に基づく首都直下地震と南海トラフ巨大地震による新宿地域の地震動を策定し、それを用いた応答解析による効果的な制振補強法を提示した（*6, 291）。得られた結果は、テーマ２における非構造部材の被害の再現や耐震補強対策の開発に活用した。
1.2（鉄筋コンクリート造集合住宅）：高軸力載加型加力設備を活用し、鉄筋コンクリート造建物の住まいながら耐震補強を可能とする、そで壁付柱を建物外側からそで壁増し厚補強する工法の開発し、平成26年1月現在の実績で88棟の建物に適用した（*52, 53, 79）。一方、新たな方策としてシングル配筋ラーメン構造による耐震補強工法を提案し、検証実験を行った。
1.3（鉄骨造大空間建物）：当初計画による従来型の山形鋼X型ブレースの体育館に加えて、東日本大震災で多くの被害が生じた置屋根構造の体育館の支承部の被害を対象とした再現実験を行い、被害メカニズムと耐震診断・補強方法を検討した。その結果、山形鋼X型ブレースの繰返し加力実験による変形性能を把握し、ブレース補強した４つの体育館の３次元弾塑性応答解析により、屋根面の剛性も考慮した簡易な質点系モデルの限界耐力計算で精度よく簡単に推定可能なことを確認した（*11）。また置屋根構造の支承部を再現した試験体の繰り返し加力実験によりモルタル粉砕、アンカー抜け出しなどの被害を再現による破壊のメカニズムと耐力を評価、地震時にスライドせず引っ掛かる原因を解明した（*17, 18）。
1.4（都市型及び伝統木造建物）：都市型木造建物として不整形平面（凹型平面）を有する木造住宅の耐震性能評価法、及び木質ラーメンや制振装置を用いた木造住宅の耐震補強方法について実大実験及び解析を行ない、床のせん断変形を考慮した簡易な計算方法を提案し、凹型の両側を連結する補強方法の提案を行った。また狭小間口に対する有効な補強方法である木質ラーメンや制振装置を用いた木造住宅の耐震補強方法を提案し、設計法をまとめた（*2, 3）。一方、伝統木造建物では秋田県横手市増田町地区の町家・土蔵を調査し、耐震診断及び効果的な補強方法の提案を行った。さらに東日本大震災では伝統木造建築の土壁・漆喰壁の被害が著しいことが明らかとなり、テーマ３との連携により被災した土蔵の壁を簡易に修復するための実大試験体による試験研究を行い、実用化にむけた方法の考案や基礎データが取得できた（*44, 45, 47, 257, 275）。

・テーマ２：建築機能維持施設の効果的な耐震補強・改修法の開発と推進
2.1（非構造部材）：東日本大震災で大きな被害を生じた超高層建物の天井・設備などの非構造材を調査し、大変形加力装置振動台を用いた再現実験と効果的な補強法を提案した（*89, 90）。具体的には、既存高層建築に長期間使用されたスプリンクラー配管の曲げ破壊実と、新宿校舎のシングル・ライン天井の振動台実験により、落下メカニズムを解明、設備機器の全ネジ吊材の繰り返し加力実験による低サイクル疲労寿命の評価を実施した（*91, 94）。特にシングル・ライン天井の落下防止対策では、簡易な外付けの補強金具の取り付けによる補強法を考案し、有効性の検証実験を行った。
2.2（ライフライン設備）：2.1と連携してスプリンクラー配管構造の強度解析、火災による熱負荷を受けるねじ締結体の締結強度の解明、設備水槽タンク内流体のスロッシングによる波高や圧力測定による強度計算式の導入、締結助材（フランジ付ブラインドファスナ等）の軸力圧縮力による変形と強度特性の解明を行った。
・テーマ３：震災廃棄物の再資源化と高機能化
3.1（震災廃棄物）：都市圏における廃棄物やコンクリート材料の諸特性・環境影響の調査を実施し、完全リサイクル材料を用いた複合材料の高機能化、低発熱型セメントを用いたコンクリート系材料の耐久性の評価を行った（*124, 125）。さらに建設資材のかさ密度・容積の特性が輸送形態ならびに環境負荷への影響調査、解体廃棄物を用いた各種の低品位資材化検討、各種の低品位資材（海洋生物殻資材、高炉スラグ細骨材、石炭溶融スラグ、ごみ溶融スラグ）を用いた木質系材料，コンクリート系材料の製造、低発熱型セメントを用いたコンクリート系材料の耐久性の評価、震災廃棄物起源の各種複合材料の性能評価方法の確立（*126-129）、各種複合材料の運用に伴う環境シュミレーションの実施、震災復興期における短中期的な機能継続に資する高度利活用のシナリオ構築を実施した。
・テーマ４：災害対策拠点の分散化を支援する耐災害性の高い電源・通信システムの開発
4.1（通信システム）：震災時機能継続を目的とした災害対策拠点の分散化を支援するための耐災害性の高い電源および通信システムの開発と適用に関する研究を行った（*160, 168, 169）。当初計画どおり、新宿～八王子～早稲田の３箇所を災害対策拠点と位置付け，非常用通信システムの構築し、多様なアプリケーションの提供可能性の検証，実用性の検証を実施した。また4.2との連携による独立型太陽光発電システムの電源供給により、停電時の運用も可能なシステムを構築し、テーマ5との連携によるリアルタイム広域情報共有システムを活用するための通信システム要件を明らかに，実証実験による有効性を検討した。

4.2（非常用電力供給）：独立型太陽光発電システムや風力発電（コアンダ風車とフラッタ発電）、コジェネレーションシステム、燃料電池の非常時の活用法を検討した。特に本研究で導入した独立型太陽光発電システムは稼働率100％で運用し、4.1の震災時通信システムへの効率的な電力供給を行っている（*175, 190）。またスマートグリッドとする信頼性の高い非常用太陽光発電システムを構築するために、電子機器の誤動作の原因を明らかにし、防止策を提案した。
・テーマ５：自治体・地域協働による震災時の都市機能維持
5.1（医療・福祉施設）：新宿西口地域の人口特性を調査し、死傷者数の推計を行った（*235）。さらに新宿西口地域における医療・応急救護所の計画条件を明らかにするため、災害弱者の規模推計と救護方法の課題、医療拠点としての救護所の役割と必要条件を明らかした。
5.2（超高層建築）：当初計画に加えて、東日本大震災では首都圏の超高層建物が長周期地震動で大きく揺れ、地震発生後の機能・事業継続が課題となった。そこでチェックシートによる建物の使用性の即時判定法を提案し、その妥当性を新宿駅周辺地域の企業を対象とした震災訓練により検証した（*224）。また超高層建物における事業継続計画の事例として、超高層建物である工学院大学を対象にヒヤリング調査などを実施し、試案を策定した。
5.3（都市機能継続）：新宿駅周辺地域を対象として、工学院大学新宿校舎を地域防災拠点とした防災街区を形成し、地震時の被害軽減と速やかな都市機能の回復を可能とするモデルを構築した（*225, 226）。具体的には東京都や新宿区・地域事業者・医師会など多様な地域主体と連携し、防災リテラシー向上のためのセミナー（年間5～7回程度）と、災害対応力強化のための講習会（年間2、3回程度）および地震防災訓練（年間1回）を2010年度より継続して実施し、ソフト面から地域防災拠点を核とした防災街区の形成を図った（*874, 876）。これらのセミナー・講習会・訓練で構成する教育プログラムには、1.1、2.1、2.2の高層ビルの揺れと被害の予測、それに基づく5.2の建物使用性チェックシート等の成果を活用した。また、ハード面からはリアルタイム広域情報共有システムを開発し、4.1の非常時通信システムおよび4.2の非常用電力供給システムと連携することで、地域防災活動の拠点として機能する環境を整備することができた（*873）。一方、東日本大震災の教訓から、2012年7月の都市再生特別措置法の改正に伴い、都市再生安全確保計画制度が創設され、当該地域のような都市再生緊急整備地域を対象に、地震時の被害軽減と速やかな都市機能の回復を図るために都市再生安全確保計画の策定を進めていくことが必須となった。当課題担当の村上は、都市再生の推進に係る有識者ボード防災WG（事務局：内閣官房地域活性化統合事務局）に参加して本制度の創設に関わり、全国に62地域ある都市再生緊急整備地域に先駆けて、当該地域をモデルとした都市再生安全確保計画を策定し、全国に向けて情報発信した（*878）。本計画は、4.1と4.2の成果を反映した「情報収集・伝達」「避難・退避誘導支援」、5.1の成果を反映した「医療連携」、1.1と5.2の成果を反映した「生活・事業継続」の実現により、当該地域の被害軽減と機能継続を目指すものである。また、本計画の具体化に向けて、被害想定などの基礎となる詳細な人口統計情報としてNTTドコモ先進技術研究所と共同研究により、携帯電話の発信情報から人口統計情報を推計する手法を確立し、こうしたビックデータを活用した帰宅困難者数等の被害推計と計画の具体化のための活用可能性を提示した。
＜優れた成果があがった点＞

テーマ１：
・地震動予測手法に関する有効なテスト法をまとめ、関連学会の設計用地震動策定指針に活用した（*259, 263）。また東日本大震災による新宿地域の超高層建物の被害状況の調査と応答解析、南海トラフ地震による長周期地震動に加え、首都直下地震にも効果的な制振補強法の提案を行い、今後の耐震対策に有効なデータを公表した（*276, 870）。
・鉄骨枠付き補強パネルを提案し、多くの市営住宅等へ適用した。
・東日本大震で多くの被害を生じた屋根置き型体育館・支承部の被害メカニズムを解明した（*17, 18）。
・凹型平面や狭小間口の都市型木造住宅に対する有効な補強方法を提案した（*2, 3）。
・伝統木造建物である町家・土蔵の効果的な耐震補強法を提案した。また東日本大震災で多くの被害を発生した漆喰仕上げ天井の落下防止対策、土蔵及び土蔵造り建物の老朽化した壁に対して、最新の補強材料を活用した簡易な補修・補強法の開発研究に着手した。
テーマ２：
・東日本大震災で広範囲に観測された超高層建物におけるシングルライン・システム天井の落下の仕組みを解明し、簡易な後付け治具による落下防止対策を開発した（*89, 90）。
・設備機器の耐震上の問題点を整理し、スプリンクラー端末部の配管・ヘッドや吊材の破断寿命評価法を提案した。
テーマ３：
・高炉スラグの高強度コンクリートへの適用性の確認、天然砂の代用として期待されている石炭溶融スラグの利用可能性の把握、震災後の緊急時供給可能なPCaパネルの耐久性の確認、復興住宅の基礎に用いる100年を目指した高耐久コンクリートの開発、低発熱セメントを使用したコンクリートの耐久性評価の迅速化、カーボンニュートラル性を有する海洋生物殻を混入したモルタルに関する基礎力学特性や熱的物性変化の把握、および震災廃棄物（ごみ溶融スラグ細骨材）を使用したコンクリートの品質試験方法の提案を行った（*126-129）。
テーマ４：
・長距離無線LANシステムについて，独立型太陽光発電システムやリアルタイム広域情報共有システムと連携することで，アプリケーションから運用まで含んだ総合的なネットワーク構築手法を提案した。
・通信目的による一種の情報トリアージに基づき、通信機器の省電力運用のために一部情報の通信機器による通信からのオフロードが必要であり、大規模データ等の蓄積運搬型経路制御方式を開発した。
テーマ５：
・東日本大震災における新宿超高層ビル街における室内被害や災害対応の実態調査、強震観測記録を公開し（*233, 234, 870）、国・都・関連学協会等の地震被害想定や防災対策に貢献した。
・工学院大学新宿校舎で実施している被災度判定システム（地震計・罫書による判定システムと簡易チェックシートの活用）の有効性を確認した（*224）。
・東京都や新宿区・地元事業者・医師会などと連携し、新宿駅周辺地域をモデルとする大都市中心市街地で効果的な震災対策の取り組みを示した（*225, 226）。
＜問題点＞

テーマ１：
・想定する地震動レベルは対象とする地震や地盤モデル、策定する研究者・実務者で大きな差異が出ており、対策を実施する場合に混乱する要因となっている。今回実施した強震動予測手法のベンチマークをさらに発展させ、今後、首都圏で想定すべき地震動レベル（１～３など）を他の学協会・事業者などと連携して整理する必要がある。
・東日本大震災による長周期地震動は特に大きくはなく、超高層建物は弾性応答であった。今後は最大級地震での過大入力による超高層建物の倒壊に至るまでの非線形振動特性モデルを構築し、冗長性あり、かつ修復も容易な耐震・制振補強策が検討課題である。
・近年の大型体育館の大半を占める置屋根構造の地震応答特性は未だに整理されておらず、支承部の応力や要求性能も現状では簡単に定量的評価が未完となった。実験と３次元非線形動的解析の両面から、支承部の挙動を解明し、耐震診断・補強法が必要である。
・都市型住宅には凹型や狭小間口意外にも様々な形態があり、他の様々な補強方法も含め、住宅の特性に合わせた耐震補強方法の選択方法や、その判断に際して重要な費用対効果についてさらなる検討が必要である。
・伝統木造建物の補強法では、増田町の方法を他の地区にも効率的に生かしていくことが今後の課題である。また漆喰仕上げの天井落下防止、土蔵及び土蔵造り建物の老朽化した壁の簡易な補修・補強手では本格的実用化に向け、さらなる試験研究が必要である。
テーマ２：
・大変位振動台で行える室内空間がやや狭く、アクチュエータの加力容量も小さいため、2G近い大加速度や大空間を完全には再現できなかった。アクチュエータなどシステムを改良し、天井板などの重りを設置し、揺れによる大きな慣性力を再現する必要がある。
・天井をはじめとする非構造材は多種多様であり、かつ周囲の非構造材（内装壁など）や天井裏の建築設備との複雑な相互作用を生じる。当研究では個々の部材実験を中心に実施したが、多様な非構造材、天吊り設備機器・配管のパターンをすべて実験することは不可能であるため、今後は解析的検討を併せて行う必要がある。
テーマ３：
・東日本大震災では津波を受けた建材（木材、コンクリート等）の処理方法が問題となった。洗浄して再利用することが現実的に困難な資材について今後の課題として実験も含めて検討を行う必要がある。また塩分の浸透したコンクリート廃棄物に関する基礎的研究を開始したが、実構造物の塩分浸透量の把握およびその再利用方法について課題として残された。
テーマ４：
・長距離無線LANでは、周辺環境の影響による通信の劣化が発生する場合があり，原因を解明し、より安定した伝送方式の実現に向けたネットワーク制御法の開発などシステムを改善する必要がある。また、減災活動の長期化に備え，さらなる自然エネルギーの活用、省電力化、効果的な蓄電の実現とシステムの統合化が重要である。
・非常時に安定した電力供給を行うには、太陽光発電だけでなく、他の発電（コジェネなど）や効果的な蓄電方法と組み合わせて総合的なシステム設計を検討する必要がある．

テーマ５：
・従来の負傷者推定は低層住宅地を主な対象としており、高層建物などの中心市街地での推定式を改善する必要がある。また医療拠点としての医療・応急救護所には、様々な定義があり、求められる機能も一定していない。今後、自治体の地域・地区防災計画、建物の消防・防災計画、事業者のBCPを整理し、体系的かつ効果的な計画を策定する必要がある。
・リアルタイム広域情報共有システムはJava環境によるPCでは有効に機能するが、AndroidやiOSを搭載したスマートフォン・タブレット端末では円滑な情報共有が実現できていない。
・市再生安全確保計画を日常のエリアマネジメントに位置づけ、平時からコミュニティ防災として継続する仕組みが構築できていない。さらにエリアマネジメント活動を継続的に支える活動資金に関する課題についても解決できていない。エリアマネジメント活動の一環として都市再生安全確保計画を持続的に推進するための手法の開発が今後の課題である。
＜評価体制＞

自己評価は運営委員会や年次報告会における成果発表で行い、得られた成果報告書は全て公開している。成果に対する研究費の配分も運営委員会での審議の上で決定している。さらに下記のメンバーからなる外部評価委員会を設置し、書類と成果報告会により外部評価を実施している。

　外部評価委員：

　　委員長：野澤 康　教授（工学院大学建築学部まちづくり学科）

　　　委員：中林一樹　特任教授（明治大学危機管理研究センター ）

　　　　　　 福和伸夫 　教授（名古屋大学減災連携研究センター）

　　　　　　 木村 雄二　教授（工学院大学工学部環境エネルギー化学科）

2011年5月と2013年6月に実施した外部評価委員会の評価結果は、個別テーマの成果や新宿駅周辺地域における成果の適用などに高い評価を頂いた。一方、プロジェクト全体のなかでの各テーマの位置づけの明確化などに改善点が指摘され、運営委員会・成果報告会を通して、各テーマの位置づけの確認と成果の連携を促進した。2015年3月に最終成果報告会を実施する予定である。
＜研究期間終了後の展望＞

テーマ１：

・ここで得られた超高層建物の制振補強案をもとに工学院大学では補強を行う予定である。得られた記録・データは全て公開し、他の超高層建物での活用を期待している。
・RC造集合住宅の補強法として提案したそで壁付柱のそで壁は、設備機器の取り付け場所となる場合がある。任意の欠損箇所の部分補強を兼ねたそで壁増し厚工法の開発（改良）を行い、より効果的な補強法を提案する予定である。
・木造密集市街地における実際の木造住宅など、具体的な対象を想定しつつ、住宅の特性に合わせた安価で効果的な補強方法についての検討を進めていく予定である。
・増田町の伝統木造建物で提案した方法を、他の建物にも応用して施工する予定である。
・漆喰仕上げの天井落下防止、土蔵及び土蔵造り建物の老朽化した壁の簡易な補修・補強手法の開発については、試験研究を進めて、実用化をしていく予定である。
テーマ２：

・開発したシステム天井補強策を特許申請し、今年度中に工学院に適用する予定である。
・当実験で得た配管や吊り材耐力に係る基礎データから、建築設備の地震リスク評価に発展するとともに、社会的ニーズに適合した設備耐震について考案する予定である。

テーマ３：

・コンクリート・木材等の建設資材を対象に，材料の基礎物性ならびに健全度の評価と材の粉砕化・混合化・改質処理を行い，様々な種類の二次副産材を製造する。二次副産材の物理化学的な各種物性の評価し、積極的に再利用・再資源化した各種建設資材を開発・製造し，その基礎的物性および微細空隙構造に着眼した力学・耐久性評価を検討する。
・積極的な再利用・再資源化により都市機能の早期回復に効果が得られる物質・材料を，地理的条件(需給地特性，輸送距離など)や社会環境条件（天然材料代替可能性，最終処分形態，最終処分場残余量など）を明らかにし，建材として適切な性能を有し，短期間で製造が可能で一定の需要が見込まれる材料を検討し、その実用化を目指す。
テーマ４：

・通常時から災害時へ，状況に応じて柔軟に適用可能な電源・通信システムの開発をテーマに研究を進める。また利用者視点での情報検索を実現できるよう、ネットワークアーキテクチャ自体を見直す方針で、構成要素技術について研究を継続する。

・風力などの流体を利用した発電に関する研究に加えて、揚水発電やガスエンジンを利用したコジェネレーションシステムへ研究を展開する．
・今後はスマートグリッドに役立つ非接地式の電子機器に生じる電荷量と誘導電圧が原因で起こる機器の誤動作の問題を解決する予定である。
テーマ５：
・新宿エリアで得られた成果を、中央区晴海トリトンスクエアでの震災対策について、エリアマネジメント会社である晴海コーポレーションと共に引き続き、超高層建築群における震災対策に関する研究を行う予定である。さらにこの地域は2020年東京オリンピックの選手村の予定地となっていることからエリアマネジメント企業と連携し、国内外の観光客や関係者に安心安全な街づくりを行うための地域防災に関する研究活動を行う予定である。

・エリアマネジメント活動の一環として都市再生安全確保計画を持続的に推進するための手法を開発する。また欧米のBID（Business improvement district）制度などを参考とし、エリアマネジメントの担い手の育成と組織の運用に関する手法を開発する。
・AndroidやiOSによるスマートフォン・タブレット端末でも利用可能な情報システム環境への改良し、エリアマネジメント活動を支援する情報共有システムを開発する。
＜研究成果の副次的効果＞
本プロジェクトで得られた成果は、国・自治体・地域での震災対策の施策に活用されている。

・東京都・防災会議地震部会専門委員（久田、2011-）として、首都直下地震と南海トラフ巨大地震を対象とした東京都の地震被害想定を行い、高層建築を含む震災対策を検討した（*880）。
・内閣府・中央防災会議の「防災対策推進検討会議・首都直下地震対策検討WG委員（久田、2012-2014）」として首都直下地震対策の検討を行い、首都直下地震対策特別措置法（2013年制定）などに反映された（*879）。
・気象庁・「長周期地震動に関する情報検討会委員（久田、2012-）」、および「周期地震動予測技術検討WG主査」（久田、2012-）として、超高層建物などを対象とした長周期地震動情報・予報の実現化に向けた検討を行っている（*881）。
・消防科学総合センター「消防用設備等の震災時における機能維持のための方策に関する調査検討会（副委員長：久田、委員：西川、2013-2014）」では、東日本大震災でのスプリンクラー被害の実情を調査し、有効な補強対策を検討した。
・新宿区防災会議・専門委員（久田、2014-2016）として、新宿区・地域防災計画における2013・2014年度改定を検討している。
・2012年7月の都市再生特別措置法の改正に伴い、都市再生安全確保計画制度が創設され、新宿駅周辺地域のような都市再生緊急整備地域を対象に、地震時の被害軽減と速やかな都市機能の回復を図るために都市再生安全確保計画の策定を進めていくことが必須となっている。村上は都市再生の推進に係る有識者ボード防災WG（事務局：内閣官房地域活性化統合事務局）に参加して本制度の創設に関わり、全国に62地域ある都市再生緊急整備地域に先駆けて、新宿駅周辺地域における取組をモデルとした都市再生安全確保計画を策定し、全国に向けて情報発信した。
関連学協会での提言・報告・成果公開

・日本建築学会の提言「建築の原点に立ち返る －暮らしの場の再生と革新－東日本大震災に鑑みて（第一次提言：2011年10月）」、および、「建築の原点に立ち返る－暮らしの場の再生と革新、東日本大震災に鑑みて（第二次提言、2013年6.月））」における「首都」の項目を担当（久田・村上・宮村・久保）し、本プロジェクトの成果を盛り込んだ提言をまとめた（*873）。
・日本建築学会「免震構造物の設計用地震動策定指針（2013年発行）」と免震構造協会「免震建築物のための設計用入力地震動作成ガイドライン（2104年発行）」では、久田は入力地震動担当として、一方、「ラチスシェル屋根構造設計指針（仮称、2016出版予定）」では山下が、それぞれ本プロジェクトの成果を反映した指針案をまとめた。
・建築研究開発コンソーシアム「鉄骨置屋根構造の耐震性能に関する研究会（2013-）」では山下が委員として、既存体育館等の鉄骨置屋根構造に関する耐震診断の考え方と計算例をまとめ、2014出版を予定している。
・建築研究振興協会で、鉄骨枠付き補強パネル工法の技術評価を取得した。
・携帯電話の発信情報から人口統計情報を推計する技術とビックデータの活用手法は、東京都や埼玉県などでの帰宅困難者対策の検討に活用された。その後、NTTドコモにより事業化され全国で展開が図られているだけでなく、ドイツ・フラウンホーファー研究機構（ドイツの66の研究所の集合体）との応用研究へと発展しつつある。
特許申請（予定・計画）
・シングルライン・システム天井の補強案（落下防止策）の特許申請（2014年度予定）

・漆喰仕上げの天井落下防止、土蔵及び土蔵造り建物の老朽化した壁の簡易な補修・補強手法の開発では、株式会社ジャスト・株式会社樹と共同で取り組んでおり、実用化すれば全国の文化財建造物に適用可能になる。このため、特許の申請を計画中である。
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　　　　　　　　研究テーマ１，２合同報告会（2014年2月21日開催）

　　　　　　　　研究テーマ４，５合同報告会（2014年3月15日開催）

　2011年度報告会
・「長周期地震動等に対する室内安全セミナー」開催（2012年３月２２日、工学院大学にて）

  　　開催報告：http://kogakuin125.jp/?p=2486
・「東日本大震災の経験をどういかす！」報告会開催報告（2011年５月２１日、工学院大学にて）

  　　開催報告：http://kogakuin125.jp/?p=1735
・2011年東日本大震災に関する新宿西口地域報告会（2011年４月２０日、工学院大学にて）

  　　開催報告http://www.kogakuin.ac.jp/news/press-release/2011/042601.pdf
　2010年度　第１回（研究テーマ１）研究報告会（2010年9月29日開催）
　　　　　　　　第２回（研究テーマ２）研究報告会（2010年10月27日開催）

　　　　　　　　第３回（研究テーマ３）研究報告会（2010年11月24日開催）

　　　　　　　　第４回（研究テーマ４）研究報告会（2010年12月20日開催）

　　　　　　　　第５回（研究テーマ５）研究報告会（2011年2月21日開催）

873. ＊リアルタイム広域情報共有システム

リアルタイム地震観測システム

・新宿キャンパス　http://realtime.cc.kogakuin.ac.jp/
・八王子キャンパス　http://ns-realtime.cc.kogakuin.ac.jp/
広域情報共有システム

・現地本部メンバー用　http://gensai.cc.kogakuin.ac.jp/rwis/edit.htm
・一般閲覧者用　http://gensai.cc.kogakuin.ac.jp/rwis/view.htm
874. ＊新宿駅周辺地域防災訓練の実施・報告書

平成２４年度新宿駅西口地域・地震防災訓練報告書（工学院大学）

http://kouzou.cc.kogakuin.ac.jp/open/Shinjuku/2012kogakuin/report.pdf
平成２３年度新宿駅西口地域・地震防災訓練報告書（工学院大学）

http://kouzou.cc.kogakuin.ac.jp/open/Shinjuku/2011kogakuin/report.pdf
平成２２年度新宿駅西口地域・地震防災訓練報告書（工学院大学）

http://kouzou.cc.kogakuin.ac.jp/open/Shinjuku/2010kogakuin/report.pdf
875. 関連学協会による研究報告会の開催

・日本災害看護学会・第16回年次大会において、シンポジウムⅢ「大都市の減災対策について考える」の開催（2014年8月20日、京王プラザホテルにて）

・日本建築学会・公開研究会「大地震から巨大都市（首都）をどう守るのか－東日本大震災の経験を踏また建物・まちの対策－」の企画・開催、日本建築学会、2013年12月20日

＜これから実施する予定のもの＞
・都市減災研究センター・最終成果報告会（2015年3月を予定）
・都市減災研究センター・研究成果報告会（2014年12月～2015月1月に３回開催予定）
・最終成果報告書の刊行（2015年３月予定）
・新宿駅周辺防災対策協議会セミナー・講習会、2014年7月～2015年2月

・新宿駅周辺防災対策協議会・地震防災訓練、2014年11月27日

・第14回日本地震工学シンポジウム（2014年12月4～6日）にて、セッション名「大地震から巨大都市をどう守るのか（オーガナイザー：久田嘉章・工学院大学，大原美保・土木研究所）」を開催予定



　１４　その他の研究成果等

	「１２　研究発表の状況」で記述した論文、学会発表等以外の研究成果及び企業との連携実績があれば具体的に記入してください。　また、上記１１(４)に記載した研究成果に対応するものには＊を付してください。

※　論文や学会発表等になじまない研究である場合は、本欄を充実させること

876. ＊新宿駅周辺地域防災協議会（久田嘉章は副座長、西口部会の座長）によるセミナー・講習会・シンポジウムの開催、地域防災訓練の実施などに、本プロジェクト研究の成果を活用し、得られた検証結果を研究にフィードバックしている。
　2010～2014年度新宿駅周辺地域防災訓練（2014年は11月17日に実施予定）
　2010～2014年度新宿駅周辺防災対策協議会・連続セミナー（工学院大学にて計６回開催予定）

　2010～2014年度防災対策協議会・医療救護講習会（工学院大学にて計３回開催予定）

　2012度新宿駅周辺防災対策協議会シンポジウム（2012年７月１１日、新宿文化センターにて）

   http://www.city.shinjuku.lg.jp/whatsnew/pub/2012/0711-01.html
　2011年東日本大震災に関する新宿西口地域報告会（2011年４月２０日、工学院大学にて）

   http://www.city.shinjuku.lg.jp/whatsnew/pub/2011/0420-01.html
　2011年度新宿駅周辺防災対策協議会西口地域訓練検証会（2012年3月29日、工学院大学）

　　  http://www.kogakuin.ac.jp/news/201204/1001.html
　2011年度新宿駅周辺地域防災訓練（2012年2月3日実施）

   http://www.city.shinjuku.lg.jp/whatsnew/pub/2012/0113-01.html
　2010度新宿駅周辺防災対策協議会西口地域訓練検証会（2011年2月1日、角筈区民ホール　）

   http://www.kenchikugakubu.jp/news/2011012501.html
　2010年度新宿駅周辺地域防災訓練（2010年10月5日実施）
 　　http://www.kogakuin.ac.jp/homepage/2010/093001.pdf
877. 工学院大学防災訓練による実証実験：工学院大学では毎年全学生・教員参加による大規模な防災訓練を実施しており、その中で発災対応型訓練や地域連携訓練など、本プロジェクトの成果を活用した実証実験を行っている。
　2014年度新宿・八王子キャンパス・地震防災訓練（2014年11月6日実施予定）

　2013年度新宿・八王子キャンパス・地震防災訓練（2013年11月28日）

　2012年度新宿・八王子キャンパス・地震防災訓練（2012年11月14日）

　2011年度新宿キャンパス・地震防災訓練（2011年11月10日）

　　　http://www.kogakuin.ac.jp/homepage/2011/110401.html

　2010年度八王子キャンパス・地震防災訓練（2010年11月12日）

　　　http://www.kogakuin.ac.jp/news/201101/2701.html

　2010年度新宿キャンパス・地震防災訓練（2010年10月5日）

　　　http://www.kogakuin.ac.jp/news/201010/2601.html
国・自治体などにおける政策への反映

878. ＊都市再生本部・都市再生の推進に係る有識者ボード防災ＷＧ（事務局：内閣官房地域活性化統合事務局）において、本プロジェクト・テーマ５の成果（担当：村上正浩）を「人口・機能集積エリアにおけるエリア防災のあり方　とりまとめ、地域活性化事務局、2011年12月）」に反映し、都市再生特別措置法の一部を改正する法律の施行、都市再生安全確保計画制度（都市再生本部）の創設に貢献した。都市再生安全確保計画については、2012年度は新宿駅周辺地域のほか7地区をモデルとして実施し、2013年度以降、その成果をもとに全国の都市再生緊急整備地域（全国63地域を指定）で展開されていく。

　　・人口・機能集積エリアにおけるエリア防災のあり方とりまとめ

　　　http://www.toshisaisei.go.jp/yuushikisya/anzenkakuho/231222/1.pdf

　　・都市再生安全確保計画制度について

　　　http://www.toshisaisei.go.jp/yuushikisya/anzenkakuho/index.html
879. ＊内閣府・中央防災会議「防災対策推進検討会議」首都直下地震対策検討ワーキンググループの委員（久田嘉章）として、緊急に取り組むべき首都直下地震対策の中間報告書（平成２４年７月１９日公表）などに、首都中心市街地での官民連携によ震災対策などに成果の一部が反映された。
　　・防災対策推進検討会議　首都直下地震対策検討ワーキンググループ

　　　http://www.bousai.go.jp/jishin/chubou/taisaku_shutochokka/index.html
　　・中間報告（平成２４年７月１９日公表）

　　・首都直下地震対策について　中間報告　概要：

　　　http://www.bousai.go.jp/jishin/chubou/taisaku_shutochokka/pdf/20120719_chuukan_gaiyou.pdf
　　・首都直下地震対策について　中間報告　本文：

　　　http://www.bousai.go.jp/jishin/chubou/taisaku_shutochokka/pdf/20120719_chuukan.pdf
880. ＊東京都防災会議地震部会の専門委員（久田嘉章）として、首都直下地震等による東京の被害想定（平成24年4月18日公表）において首都直下地震による地震動や高層建物の対策などで成果の一部が反映された。今後は、南海トラフ巨大地震などに対する長周期地震動対策などで活動を継続予定。

　　・東京都防災会議： http://www.bousai.metro.tokyo.jp/japanese/tmg/meeting/index.html
　　・首都直下地震等による東京の被害想定（平成24年4月18日公表）

　　　http://www.bousai.metro.tokyo.jp/japanese/tmg/assumption_h24.html
881. ＊気象庁「長周期地震動に関する情報のあり方検討会」の委員（久田嘉章）として、長周期地震動に関する情報のあり方報告書（平成24年4月26日）などに成果の一部が反映された。今後は、観測や予測した長周期地震動の公開の方法に関して審議を継続する予定。

　　・気象庁「長周期地震動に関する情報のあり方検討会」

　　　http://www.seisvol.kishou.go.jp/eq/tyoshuki_kentokai/index.html
　　・長周期地震動に関する情報のあり方報告書（平成24年4月26日）

　　　http://www.seisvol.kishou.go.jp/eq/tyoshuki_kentokai/hokoku/tyoshukikento_hokoku.html
882. 港区「防災街づくり検討委員会」の委員（久田嘉章）として、「港区地域防災計画改定の基本的考え方」と「港区防災街づくり整備指針の基本的方向性（案）」などに成果の一部が反映された。

　　・港区地域防災計画改定の基本的考え方2012年6月21日）：

　　　http://www.city.minato.tokyo.jp/chiikikeikakutan/kuse/kocho/documents/chiikibousai-kihon.pdf
　　・港区防災街づくり整備指針の基本的方向性（2012年5月21日）：

　　　http://www.city.minato.tokyo.jp/sougoukeikaku/kuse/kocho/documents/bousai-kihon-houkousei.pdf
883. ＊日本建築学会による東日本大震災からの提言「建築の原点に立ち返る －暮らしの場の再生と革新－ 東日本大震災に鑑みて（第一次提言：2011年9月9日）、および、「建築の原点に立ち返る－暮らしの場の再生と革新、東日本大震災に鑑みて（第二次提言、2013年6.月21日））」に、新宿駅周辺地域などで得られた教訓を反映した。

　　建築の原点に立ち返る －暮らしの場の再生と革新－ 東日本大震災に鑑みて（第一次提言：2011年9月9日）：http://www.aij.or.jp/scripts/request/document/20110909-1.pdf
　　建築の原点に立ち返る－暮らしの場の再生と革新、東日本大震災に鑑みて（第二次提言、2013年6.月21日）：http://www.aij.or.jp/jpn/symposium/2013/pubcom20130621.pdf
企業との連携実績

・株式会社・日本建築住宅センターと連携し、「建築・住宅分野における「高度利用者向け緊急地震速報」の利活用事例及び新たな利活用に関する研究報告書」を執筆（＊13）した。

・建築・住宅分野における「高度利用者向け緊急地震速報」の利活用事例及び新たな利活用に関する新たな利活用に関する研究報告書：http://bhcj.co.jp/business/research.html
・晴海トリトンスクエアにおける震災対策の検討：晴海コーポレーション、日建設計総合研究所、CMSとPHPを利用した超高層建築における地震災害時の被害情報収集システムの開発

http://harumi-triton.co.jp/wordpress/
884. 各種メディアでの研究・コメント等
2014年

・NHK、首都圏ネットワーク、長周期地震動と高層建物の即時対応に関するコメント、2014年3月18日

・AERA、首都直下地震は「震度７」？、へのコメント、2014年3月17日

・日本テレビ、３１１特番、長周期地震動へのコメント、2014年3月11日

・読売新聞、長周期地震動予報へ、コメント掲載、2014年2月27日

・都政新報、東京新時代へ⑥、都知事選　識者に聞く「逃げずに済むまちづくりを」掲載、2014年2月4日

・合併増刊号AERA、首都直下地震・被害想定の「路線転換」にコメント掲載、2014年1月6日
2013年
・日本経済新聞、｢長周期地震動｣の記事にコメントが掲載、2013年12月24日

・首都直下地震　被害想定　中枢マヒ官民で防ぐ　省庁業務継続計画「合格」わずか　対策待ったなし、読売新聞　朝刊、2013年12月20日

・TBS ひるオビ、長周期地震動による超高層建物の揺れの解析結果を提供、2013年6月11日

・、読売新聞、長周期地震動による超高層建物の揺れや対策についてコメント、2013年5月21日

・河北新聞、わがこと防災・減災にてコメント掲載、2013年5月20日

・東京新聞、南海トラフ巨大地震に関する記事に東日本大震災時の新宿校舎の揺れが掲載、2013年5月15日

・日経産業新聞、｢日経テレコン21｣の長周期地震動｢見える化｣にコメントが掲載、2013年5月10日

・東京MX-TV、東京都被害想定（南海トラフ巨大地震）による長周期地震動と超高層建築の揺れと対策についてコメント、2013年5月1日

・NHKニュース7、南海トラフ巨大地震による超高層建築の揺れと対策についてコメント、2013年5月1日

・日経産業新聞、「ナゾ謎かがく：高層ビル、地震でどう揺れる？」掲載、2013年4月28日

・日本テレビ「Zip!」、中国四川省での地震被害を受け、日本の建物の耐震性や対策へのコメント、2013年4月24日

・、NHKスペシャル Megaquake Ⅲ　巨大地震　第２回 揺れが止まらない ～長時間地震動"の衝撃～　における超高層建築の揺れに関する情報提供、2013年4月14日
・八王子市の自治体と連携 工学院大 災害対策を強化、日刊工業新聞、2013年3月1日

・大学と地域との連携がつくる「災害に強いまち」、News1st.jp、2013年2月25日

・西新宿にDCP構築　震災に備え地域力向上、建設通信新聞、2013年1月25日

・防災・減災活動さらに推進　大学FM・地域BCP確立へ、日刊建設工業新聞、2013年1月29日

・「帰宅困難者一時滞在施設の提供に関する協定」及び「防災・減災対策の相互連携に関する基本協定」、NHK「首都圏ネットワーク」、2013年1月17日
2012年
・大規模災害時の帰宅困難者の一時受入について協定を結ぶと共に「防災・減災対策」も併せて締結、NHK「首都圏ネットワーク」で放送、2012年12月27日
・特集「東日本大震災とメディア」第17弾/特別対談　昼間人口や業務機能が集中する都心部の減災対策を考える、NEW_MEDIA、2012年10月1日

・超高層ビル街である西新宿エリアの再活性化をＰＰＰ（官民連携）の枠組で取組が始まり、本学他民間十数社と区が連携を開始、日刊建設工業新聞、2012年9月19日

・NHKラジオ第１「NHKジャーナル」、2012年6月11日（東日本大震災時の仙台の高層ビルでの帰宅困難者受け入れに関する課題に関する特集において、「エリア防災」対策の必要性）

・NHK「ニュース7」（6月11日放送）　東大震災発生した際の、仙台の高層ビルでの帰宅困難者受け入れに関する課題についての特集で、「エリア防災」対策の必要性についての村上正浩准教授（まちづくり学科）のインタビューが放映されました。

・NHKラジオ第1/NHKジャーナル（6月11日放送）　東大震災発生した際の、仙台の高層ビルでの帰宅困難者受け入れに関する課題についての特集で、「エリア防災」対策の必要性について語る村上正浩准教授（まちづくり学科）のインタビューが放送されました。

・朝日新聞(4月25日付) 「高層ビル街のエリア防災」に関する記事で、村上正浩准教授(まちづくり学科)の防災対策へのコメントが掲載されました。

・NHK総合(4月19日放送) 「クローズアップ現代/首都直下 震度7の衝撃 ～どう命を守るか～」に、新宿駅周辺地域の震災対策の取り組みが紹介されました（まちづくり学科の久田嘉章教授と村上正浩准教授が出演）。

・産経新聞(4月19日付) 首都地震被害想定に関する記事上で、久田嘉章教授(まちづくり学科)が参加している東京都防災会議地震部会により取りまとめられた被害想定が掲載されています。

・建築ジャーナル(4月号) 3/7に開催されたプレス懇談会の内容が紹介され、当日報告された村上正浩准教授(まちづくり学科)の新宿駅周辺地域の震災対策等の取組みが取り上げられました。

・全私学新聞（3月13日付）　特集「私立学校の防災を考える」に本学の防災・減災に対する取り組みが紹介され、久田嘉章教授（まちづくり学科）と村上正浩准教授（まちづくり学科）のコメントが掲載されました。

・BusinessMedia誠（3月12日配信）、モバzak（3月12日配信）、夕刊フジ（3月12日付）に、久田嘉章教授（まちづくり学科）の、震源近傍の地震動「キラーパルス」に関するコメントが掲載されました。

・久田嘉章教授（まちづくり学科）がCBCテレビ「イッポウ」で長周期地震動や対策などについてコメントします。番組名：イッポウ、放送日：2012年3月8日（木）16:50～19:00、放送局：CBCテレビ

・久田嘉章教授（まちづくり学科）がNHK Eテレ3「サイエンスZERO」で長周期地震動と高層ビルの揺れについてコメントします。番組名：サイエンスZERO、放送日：2012年3月10日（土）午前0:00～0:30　※9日（金）深夜、放送局：NHK 総合 

・東京新聞サンデー版（3月4日付）の特集「帰宅困難者」に、村上正浩准教授（まちづくり学科）の震災時帰宅困難者対策についての解説が掲載されました。

・久田嘉章教授（まちづくり学科）がテレビ朝日「やじうまテレビ!～マルごと生活情報局～ 」に出演し、首都直下地震の震度７に対する高層ビルの対策についてコメントしました。

・雑誌 アエラ（2012.2.20号） 『首都直下地震隠された「震度７」』の記事の中で、久田嘉章教授（まちづくり学科）の、断層近傍の地震動特性や震度７の成因に関するコメントが掲載されました。

・久田嘉章教授（まちづくり学科）が日本テレビ「ZIP！」に出演し、長周期地震動と高層ビルの対策等についてコメントしました。

・テレビ朝日（2月3日放映）　帰宅困難者対策の課題を中心として、本学に情報基地を置いて行われた新宿駅周辺防災対策協議会訓練の様子がテレビasahiのニュースで2度に渡って放映されました

・読売新聞（2月3日付）　東京都が2月3日に行った帰宅困難者対策訓練の記事に、震災当時と今後の課題について語った村上正浩准教授（まり造り学科）のコメントが掲載されました。

・読売新聞（1月20日付）　特集「列島再生/第1部　災害に強い国土」に、震災当時の本学の様子など巨大地震についての久田嘉章教授（まちづくり学科）の解説が掲載されました。
2011年
・11月14日(月）のNHK「ニュース７」で、久田嘉章教授（まちづくり学科）が震災後における長周期地震動の情報のあり方についてコメントをしました。

・朝日新聞（10月22日付）　連続特集｢揺らぐ地震学｣で、久田嘉章教授（まちづくり学科）の長周期地震動とビルに関するコメントが掲載されました。

・テレビ朝日系列24局で放送されている平日昼の情報・ワイドショー番組「ワイド！スクランブル」。本学に新しく導入した「大変形加力装置振動台」を使った長周期地震動による揺れを、レポーターが体験！久田嘉章教授（まちづくり学科）が、3.11時の状況について、山下哲郎准教授（建築学科）が長周期地震動による揺れについて解説を行います。　放送日：2011年10月27日（木） 12時00分～

・2011/10/29 読売新聞（大阪）の特集「巨大災害と大学」に、3月11日の工学院大学の様子と 村上　正浩 准教授（まちづくり学科）のコメントが掲載されました

・テレビ朝日「報道ステーションSUNDAY」で 長周期地震動による高層ビルの対策に関して、久田嘉章教授（まちづくり学科）が出演します。放送日：2011年10月9日（日） 11時00分頃、テレビ朝日「報道ステーションSUNDAY」

・建設通信新聞（9月27日付）　東京都防災会議は21日に地震部会の初会合を開催しました。同部会の専門委員に久田嘉章教授（まちづくり学科）が参加されています。

・「大変形加力装置振動台」を使った長周期地震動による揺れを、滝川クリステルさんが体験。長周期地震動と首都直下型地震動について山下哲郎准教授（建築学科）が解説を行いました。放送日：2011年9月25日（日） 2１時00分～、フジテレビ「Ｍｒ.サンデー」
・モバイル空間統計、日本経済新聞、2011年8月3日

・モバイル空間統計、朝日新聞、2011年7月21日

・長周期地震動による高層ビルの対策に関して、久田嘉章教授（まちづくり学科）が出演します。放送日：2011年8月3日（水） 18時30分～、日本テレビ「news.every」ホームページ

・日本経済新聞（8月3日付）　村上正浩准教授(まちづくり学科）とNTTドコモが共同研究に着手し、災害時の帰宅困難者の予測と自治体の防災計画に役立つものであると報じました。

・ＮＨＫ「ニュースウォッチ９」に 久田嘉章教授（まちづくり学科）が出演し、長周期地震動による高層ビルの対策に関してコメントしました（2011/07/07）。

・東京新聞(6月12日付)　震災特集「備える」の都心の超高層ビルに関する記事に建築学部の久田嘉章教授（まちづくり学科）のコメントが掲載されました。

・フジテレビ「LIVE2011ニュースJAPAN」（6月21日（火））に、長周期地震動対策に関連して久田嘉章教授（まちづくり学科）が出演し、東日本大震災における本学新宿キャンパスの揺れ方やその対策についてコメントをしました。

・週刊東洋経済（5/14版) 特集「今こそ地域貢献」において建築学部の久田嘉章教授（まちづくり学科）の「東日本大震災における地域連絡体制の課題」に関するコメントが掲載されました。

・2011/05/11 NHK総合テレビで「東日本大震災に関する新宿駅西口地域報告会」の模様が放映されました。


１５　「選定時」及び「中間評価時」に付された留意事項とそれへの対応
＜「選定時」に付された留意事項＞該当なし

＜「中間評価時」に付された留意事項＞

査読票１

・研究施設・設備等について、利用状況に特に問題は無い

・研究プロジェクトの進捗状況・研究成果等について

・外部評価委員会を組織し、サブテーマの位置づけについて改善要を示された

・研究発表には大会等の査読文献無しの文献が多いように見える

・サブテーマ間の連携が良好との自己評価であるが、研究期間後半に向けた全体取りまとめの方向性が出ておらず、サブテーマ個別で活動する計画であり、拠点としての特色をどのように出すのかの検討が弱い

・３．１１を踏まえた研究計画の方向の修正があってもよいと思われるが、特に何もしておらず当初の計画通りということになっている。アウトリーチや自治体などの活動に多くの関わりが出ているようなので、・３．１１を踏まえた拠点形成の方向性を検討すべき

総合評点　評点Ａ

　東日本大震災を踏まえて当初計画を見直して取り込むことを検討して頂きたい。また、そのような状況の変化を拠点のあり方などに反映させることが重要。さらにサブテーマ間の連携ないしは拠点形成における領域のカバーとその相互関係を再整理したうえで、研究後半に向かった自己評価および外部評価を行うことも検討頂きたい。

査読票２

・進捗は着実に進められている。メディア等でその成果が取り上げられている。

総合評点　評点Ａ

特になし

＜「中間評価時」に付された留意事項への対応＞

査読票１に対する対応は以下の通りである。

・研究発表には大会等の査読無しの文献が多い

対応：

査読有りが少ない訳ではなく、全体として文献数が膨大なため、査読無しに比べて目立たないことが原因と思われる。そこで本成果概要では＜雑誌論文＞で、査読有り・無しを分別して表示している。

　・東日本大震災を踏まえて当初計画を見直して取り込むことを検討して頂きたい。また、そのような状況の変化を拠点のあり方などに反映させることが重要。さらにサブテーマ間の連携ないしは拠点形成における領域のカバーとその相互関係を再整理したうえで、研究後半に向かった自己評価および外部評価を行うことも検討頂きたい。

対応：

「１１　研究の概要」で説明しているように、2011年東日本大震災では首都東京は大混乱し、本プロジェクトに関する多くの課題が得られた。そこで各テーマ・メンバーで調査を実施し、得られた教訓から当初の計画を修正し、研究を遂行した。さらにサブプロジェクト間の連携を進めて研究拠点としての特徴を明確にするため、特に「巨大都市の建築・エリアにおける減災と機能継続」を中核として、サブテーマの位置づけを再確認した上で研究を進めた。特に2012年度からテーマ間の合同成果報告会を積極的に開催し、各テーマ間の役割の確認と連携を促進する方策を始めた（文献872を参照）。その結果、各チームはより焦点を絞った密接に連携により、より効果的な成果が得られたと考えている。例えば、テーマ１の数値計算で作成された首都圏における想定地震動と超高層建物の揺れの結果は、テーマ２における大変位振動台による天井落下・什器類の移動転倒・スプリンクラー設備の被害実験に用いられ、効果的な耐震補強策が開発された。さらにその成果はテーマ５における被害想定や訓練・セミナーに活用された。またテーマ１の伝統木造建物の耐震診断・補強法ではテーマ３の震災時廃棄物の利活用のチームは密接に連携し、漆喰仕上げ天井の落下防止対策や土蔵造り建物の老朽化した壁の簡易な補修・補強方法の開発を推進した。一方、テーマ４による非常時通信用の長距離無線LANシステムと、テーマ５における広域情報共有システムとの連携により、被災時の情報の共有が可能となり、新宿区や地元事業者との連携で行われている新宿駅周辺地域における防災訓練で有効活用している。

これらの成果はアウトリーチ活動として本プロジェクトの年次報告会・報告書に加え、関連学会やメディア等で広く公表している（文献870-872, 875を参照）。さらに国・自治体への成果の反映として、2012年東京都地震被害想定や、内閣府防災対策推進検討会議・首都直下地震対策検討WG、気象庁・長周期地震動に関する情報検討会、消防科学総合センター・消防用設備等の震災時における機能維持のための方策に関する調査検討会などでの施策への反映、国土交通省・新宿駅周辺地域都市再生緊急整備協議会による新宿駅周辺地域都市再生安全確保計画の推進などに活用された（文献876-882を参照）。さらに学協会へは、日本建築学会の提言や日本地震工学会等の特別研究委員会の成果の公表など、国・自治体・事業者・学協会等での震災対策の推進や啓蒙活動へ広く活用されている（文献875, 873を参照）。
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